
 

 

 

 

 

 

 

横浜市会基地対策特別委員会による政府要望について 

 

横浜市会基地対策特別委員会の渡邊忠則委員長ほか７名が、本日、防衛省及び

外務省を訪れ、横浜市内米軍施設に関する政府要望を行いました。 
 
１ 要望内容 

「横浜市内米軍施設に関する要望書」（市会議長名）※別添 
 

２ 出席者 

  横浜市会基地対策特別委員会 

  委員長  渡 邊 忠 則（自由民主党） 

  副委員長 藤 代 哲 夫（自由民主党） 

  副委員長 安 西 英 俊（公明党） 

委員   坂 井   太（自由民主党） 

委員   酒 井   誠（自由民主党） 

委員   磯 部 圭 太（未来を結ぶ会） 

委員   大 桑 正 貴（みんなの党） 

委員   横 山 勇太朗（みんなの党） 

 
３ 要望先（防衛省・外務省）のコメント要旨 

○防衛省対応者  若宮
わかみや

 健嗣
け ん じ

 防衛大臣政務官（午後２時～） 

 
・返還時期が具体的に示された施設については、地権者や利用者等の御理解をいただけ

るよう、丁寧に対応したい。 
・跡地の国有地処分については、財務省の所管ではあるが、防衛省としても力を尽くし

ていきたい。 
・残りの施設の返還についても、引き続き状況を見ながら、米側と交渉を進めていきた

い。 

○外務省対応者  石原
いしはら

 宏
ひろ

高
たか

 外務大臣政務官（午後３時～） 

 

・米軍施設の安定的な運用にあたっては、地元の方々の御理解が不可欠。できる限り地

域の負担を減らすことを目指していきたい。 

・返還に向けて手続が進められることとなった深谷通信所・上瀬谷通信施設については、

他省庁とも連携して、地権者への御説明等を含め、実際の返還に向けて適切に進めて

まいりたい。 

 

お問合せ先 

議会局議事課長    屋代 英明 Tel 045-671 -3005 
政策局基地対策課長  稲葉 幸保 Tel 045-671 -2057 

 

裏面あり 

平成 26 年４月 14 日 
議 会 局 議 事 課 
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要望活動の様子 

    

 
【若宮防衛大臣政務官 要望活動】 

（若宮防衛大臣政務官：左から５番目、渡邊委員長：左から６番目） 

 
【石原外務大臣政務官 要望活動】 

（石原外務大臣政務官：左から６番目、渡邊委員長：左から５番目） 

※写真データをご希望の場合は、表面のお問合せ先までご連絡ください。 



 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

横浜市内米軍施設に関する要望書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２６年４月 
 

横浜市会 
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横浜市会は、第二次世界大戦後に進駐した連合国軍により、市の中心部や

港湾施設などが広範囲にわたり接収されて以来、横浜市民共通の念願、市政

の重要課題として市内米軍施設の早期返還に取り組み、これまでに多くの返

還を実現してきました。 

しかしながら、横浜市内には今なお約 470 ヘクタールという、大都市の中

で最も多くの米軍施設が存在しています。そのうち２施設の返還時期が具体

的に示されたものの、未だ、市民生活に多大な負担をかけるとともに、まち

づくりにも大きな制約を与えています。 

ついては、横浜市民の長年にわたる負担を早期に解消し、返還後の跡地の

管理や利用においても新たな負担を生じさせないため、横浜市内米軍施設の

返還と跡地利用の促進、並びに、横浜市民の基地負担の軽減に関し、次の事

項の実現を強く要望します。 

 

 

 平成２６年４月１４日 

 

 外 務 大 臣  岸 田 文 雄 様 

 財 務 大 臣  麻 生 太 郎 様 

 国土交通大臣  太 田 昭 宏 様 

 防 衛 大 臣  小野寺 五 典 様 

 

 

               横浜市会議長 

                 佐 藤  祐 文 
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Ⅰ 市内米軍施設の返還と跡地利用に関する要望 

１ 市内米軍施設・区域の早期全面返還の促進 

(1) 平成16年10月に返還方針が合意されている施設・区域の返還 

平成16年10月に、日米合同委員会において市内米軍施設６施設・区域を対象に返還

の方針が合意された。その後、横浜市会による政府に対する要望等を踏まえ、平成17

年12月に小柴貯油施設、平成21年５月に富岡倉庫地区の返還が実現した。 

また、本年３月には、深谷通信所については本年６月末まで、上瀬谷通信施設につ

いては平成27年６月末までの返還を目途に手続きを開始するとして、返還予定時期が

示されたところである。 

両施設の返還に向けて、着実に手続きを行うとともに、地権者や現在の利用者に対

して丁寧な説明と対応を行うこと。 

更に、残る根岸住宅地区、池子住宅地区及び海軍補助施設の横浜市域の飛び地につ

いても返還を速やかに実現すること。 

(2) 返還合意施設以外の施設・区域の返還促進 

返還合意施設以外の瑞穂ふ頭／横浜ノース・ドック、鶴見貯油施設、池子住宅地区

及び海軍補助施設の横浜市域、小柴水域の早期全面返還を促進すること。 

２ 米軍施設周辺の生活環境の維持向上 

(1) 上瀬谷通信施設における都市計画道路環状４号線整備に向けた協力 

上瀬谷通信施設における都市計画道路環状４号線の整備については長年の懸案と

なっていたが、平成23年８月に、日米合同委員会において土地の一部を共同使用する

ことが合意された。 

当該地域は、周辺道路の混雑が激しいことから、市民生活の利便性向上のため、早

期整備完了ができるよう引き続き協力すること。 

(2) 根岸住宅地区に囲まれた日本人居住者への適切な対応 

根岸住宅地区に囲まれた土地に横浜市民の方々が居住されており、日常生活上の

様々な制約を受けている。居住者の声を十分聴き、適切な対応に努めること。 

(3) 災害等に対する協力と情報提供の徹底 

災害や感染症等の発生に対して、本市の災害対策等への協力及び適切な情報提供に

努めること。 

(4) 米軍施設及びその周辺における安全対策の徹底 

安全で快適な市民生活の実現に向け安全対策の徹底を図ること。 

３ 民有地の所有者への配慮 

民間土地所有者の抱える課題・要望（返還後の土地の原状回復の取扱など）を把握

し、返還後の土地利用等に支障を来たさないよう、適切な対応に努めること。 
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４ 跡地の適正管理と実態把握 

返還後の跡地については、跡地における事業実施までの間の防犯・火災予防等に万

全を期すこと。また、返還合意がされている深谷通信所や上瀬谷通信施設等における

土壌、工作物等については、今後の利用の支障とならないよう実態を明らかにするこ

と。さらに旧小柴貯油施設や旧富岡倉庫地区は、土壌汚染調査結果を踏まえて、引き

続き、適切に対処すること。 

５ 返還国有財産の優遇処分 

戦後の接収以降、横浜市民は多大な負担を被ってきており、そのような経緯を踏ま

え、返還国有地については、横浜市に対して無償による譲与等の措置を講じること。

特に広大な国有地を有する深谷通信所及び上瀬谷通信施設の処分条件について配慮す

るとともに、旧小柴貯油施設の具体的な処分手続においては、橫浜市の意向を反映す

るよう十分協議を行うこと。 

６ 跡地利用に対する支援 

跡地利用に当たり、防災や温暖化対策など、首都圏の環境再生に資するような国事

業を実施すること。また、本市が実施する事業に対し、財政支援などを講じること。 

７ 適時・適切な情報提供 

米軍基地に係る問題は、市民にとって大変重要な事柄であることから、市民への説

明責任を果たすためにも、適時・適切な情報提供に努めること。 

 

Ⅱ 米軍による環境問題等に関する要望 

１ 米軍に対する環境関係法令の適用 

基地内で環境汚染が発生すると、地域住民の健康や周辺の環境に大きな影響を与え

るおそれがある。 

基地内及び基地周辺の生活環境の保全及び安全確保のため、米軍においても生活環

境の保全に関する国内法令が遵守されるよう、早急に日米地位協定を見直すこと。 

また、日米地位協定の見直しが難しい場合は、環境に係る特別協定などにより、事

実上改正と同様の効果を持つ対策を講じること。 

２ 米軍人等に対する教育等の徹底 

平成25年度は、横浜市内において米軍人等による犯罪や迷惑行為は発生していない

ものの国内では依然として悪質な事件等が発生している。 

市民生活に不安を与えないよう、引き続き、教育・研修に努め、真に実効性のある

対策を講じ、事件等の再発防止に努めるとともに、その具体的な対策等について情報

提供を行うこと。 
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資料１ 横浜市内米軍施設位置図 
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資料２ 人口 100 万人以上の都市における米軍施設の立地状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料３ 横浜市内米軍施設の面積・施設数の推移 

 

 

資料４ 民間土地所有者数 

    ○根岸住宅地区 約 180 人  ○上瀬谷通信施設 約 250 人 

※現在、上記のほかに小柴水域、横浜ノース・ドック専用水域がある。 
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